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令和５年度匝瑳市病院事業会計予算

（総則）

第１条 令和５年度匝瑳市病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

１ 国保匝瑳市民病院

（１）病 床 数 ９９床

（２）年 間 患 者 数

入 院 ２３，４２４人

外 来 ７６，５４５人

（３）一日平均患者数

入 院 ６４．０人

外 来 ３１５．０人

（４）主なる建設改良事業費

（ア）病院建設事業費 ３５，５７０千円

（イ）資産購入費 ４７，９２０千円

２ 介護老人保健施設そうさぬくもりの郷

（１）定 員 数 １００人

（２）年間利用者数

入 所 ３４，７７０人

通 所 ７，９１１人

（３）一日平均利用者数

入 所 ９５．０人

通 所 ２７．０人

（４）主なる建設改良事業費

（ア）資産購入費 １２，０２０千円

（イ）施設整備費 １４，７８０千円
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（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入 支 出

第１款 病院事業収益 ２，３２３，０００千円 第１款 病院事業費用 ２，３２３，０００千円

第１項 医業収益 １，６３１，７２６千円 第１項 医業費用 ２，１２５，４８０千円

第２項 訪問看護ステーション収益 １０５，４８０千円 第２項 訪問看護ステーション費用 １１０，００７千円

第３項 居宅介護支援事業所収益 ３５，０００千円 第３項 居宅介護支援事業所費用 ３４，３２１千円

第４項 医業外収益 ５５０，７９３千円 第４項 医業外費用 ５０，１９０千円

第５項 特別利益 １千円 第５項 特別損失 １，００２千円

第６項 予備費 ２，０００千円

第２款 介護老人保健施設事業収益 ６６８，０００千円 第２款 介護老人保健施設事業費用 ６６８，０００千円

第１項 施設事業収益 ６０４，４９８千円 第１項 施設事業費用 ６５５，４４１千円

第２項 施設事業外収益 ５５，３７３千円 第２項 施設事業外費用 １１，５５６千円

第３項 特別利益 ８，１２９千円 第３項 特別損失 ３千円

第４項 予備費 １，０００千円

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額７５，９４３千円は

過年度分損益勘定留保資金で補填するものとする。）。

収 入 支 出

第１款 病院事業資本的収入 ９４，２９５千円 第１款 病院事業資本的支出 １６４，１３８千円

第１項 企業債 ２８，３００千円 第１項 建設改良費 ８３，４９０千円

第２項 出資金 ６５，９９５千円 第２項 企業債償還金 ８０，６４８千円

第２款 介護老人保健施設事業 第２款 介護老人保健施設事業

資本的収入 ８０，６５０千円 資本的支出 ８６，７５０千円

第１項 企業債 １４，６００千円 第１項 建設改良費 ２６，８００千円

第２項 出資金 ６６，０５０千円 第２項 企業債償還金 ５９，９５０千円
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（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 （単位：千円）

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

医療器械整備事業費 ２８，３００ 普通貸借又

は証券発行に

よる。

３．０％以内

（ただし、利率見

直し方式で借り入

れる資金について

利率の見直しを行

った後においては

、当該見直し後の

利率）

政府資金については、その融

資条件により、銀行その他の場

合にはその債権者との協定によ

る。

ただし、企業財政の都合によ

り借入先との協議の上、据置期

間及び償還期限を短縮し、又は

繰上償還若しくは低利に借換え

することができる。

介護老人保健施設整備事業費 １４，６００

（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

１ 病院事業費用 ２ 介護老人保健施設事業費用

（１）医業費用 （１）施設事業費用

（２）訪問看護ステーション費用 （２）施設事業外費用

（３）居宅介護支援事業所費用

（４）医業外費用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費の金額に、若しくはこれら以外の経費の金
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額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）職員給与費 １，９４０，６２０千円

（２）交 際 費 ５０千円

（他会計からの補助金等）

第９条 一般会計及び国民健康保険特別会計からこの会計へ補助等を受ける金額は、次のとおりである。

１ 病院事業 ２ 介護老人保健施設事業

（１）救急医療補助 ３６，２９４千円 （１）企業債利息補助 ８，１９１千円

（２）国保調整交付金 ７，０００千円 （２）研究研修費補助 ３００千円

（３）特殊診療部門補助 １０，７８０千円 （３）共済追加費用補助 ３，３７１千円

（４）企業債利息補助 ３３２千円 （４）児童手当補助 ３，５００千円

（５）リハビリテーション補助 ６３，１６２千円 （５）基礎年金拠出金補助 １３，４４８千円

（６）研究研修費補助 ３，４４５千円 （６）建設改良出資金 ６，１００千円

（７）共済追加費用補助 ８，３５６千円 （７）企業債償還金出資金 ５９，９５０千円

（８）児童手当補助 ３，４８０千円 計 ９４，８６０千円

（９）医師確保対策補助 ８３，０４３千円

（ ）高度医療補助 ５３，７９６千円

（ ）基礎年金拠出金補助 ３４，５０５千円

（ ）不採算地区病院補助 １６６，５０３千円

建設改良出資金 ２７，５９５千円

（ ）企業債償還金出資金 ３８，４００千円

計 ５３６，６９１千円

（棚卸資産購入限度額）

第１０条 棚卸資産の購入限度額は、１３５，４００千円と定める。
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令和５年３月３日提出

千葉県匝瑳市長 宮内 康幸
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 収　　　　入 （単位：千円）

予　定　額 備　　　　　　　　　 　考

病院事業収益

医業収益

入院収益 ・入院患者診療料

外来収益 ・外来患者診療料

他会計負担金 ・救急医療補助等

その他医業収益 ・室料差額料、受託検査料、健康診断料等

訪問看護ステーション収益

訪問看護ステーション収益 ・訪問看護ステーション収益

居宅介護支援事業所収益

居宅介護支援事業所収益 ・居宅介護支援事業所収益

医業外収益

受取利息配当金 ・預金利子

他会計補助金 ・企業債利息補助等

補助金

研究受託収益

長期前受金戻入

その他医業外収益 ・公舎使用料等

特別利益

固定資産売却益 　

介護老人保健施設事業収益

施設事業収益

入所収益 ・入所者療養料

通所収益 ・通所者療養料

目

令和５年度匝瑳市病院事業会計予算実施計画
収 益 的 収 入 及 び 支 出

款　 項

-321-
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予　定　額 備　　　　　　　　　 　考目款　 項

その他施設事業収益 ・室料差額料、日用品費・教養娯楽費利用料等

施設事業外収益

受取利息配当金 ・預金利子

他会計補助金 ・企業債利息補助等

長期前受金戻入

その他施設事業外収益

特別利益

長期前受金戻入 　

合　　　　　　　　　計
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 支　　　　出 （単位：千円）

予　定　額 備　　　　　　　　　 　考

病院事業費用

医業費用

給与費 ・職員給与費等

材料費 ・医療用薬品及び診療材料費等

経費 ・一般経営経費

減価償却費 ・有形固定資産等減価償却費

資産減耗費 ・棚卸資産減耗費、固定資産除却費

研究研修費 ・図書費及び学会等出席旅費等

訪問看護ステーション費用

給与費 ・職員給与費等

材料費

経費 ・一般経営経費

研究研修費

居宅介護支援事業所費用

給与費 ・職員給与費等

経費 ・一般経営経費

研究研修費

医業外費用

支払利息及び企業債取扱諸費 ・企業債利息等

消費税

医師・看護師等養成費

受託研究費

雑損失 ・薬品等に係る消費税等

長期前払消費税勘定償却

特別損失

款　　項 目
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予　定　額 備　　　　　　　　　 　考款　　項 目

固定資産売却損

過年度損益修正損

その他特別損失

予備費

予備費

介護老人保健施設事業費用

施設事業費用

給与費 ・職員給与費等

材料費 ・療養用薬品材料費等

経費 ・一般経営経費

減価償却費 ・有形固定資産等減価償却費

資産減耗費 ・固定資産除却費

研究研修費 ・図書費及び研修会等出席旅費等

施設事業外費用

支払利息及び企業債取扱諸費 ・企業債利息等

消費税

雑損失

長期前払消費税勘定償却

特別損失

固定資産売却損

過年度損益修正損

その他特別損失

予備費

予備費

合　　　　　　　　　計
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 収　　　　入 （単位：千円）

予　定　額 備　　　　　　　　　 　考

病院事業資本的収入

企業債

企業債 ・医療器械整備事業債

出資金

一般会計出資金 ・企業債償還金等出資金

介護老人保健施設事業資本的収入

企業債

企業債 ・介護老人保健施設整備事業債

出資金

一般会計出資金 ・企業債償還金等出資金

 支　　　　出 （単位：千円）

予　定　額 備　　　　　　　　　 　考

病院事業資本的支出

建設改良費

病院建設事業費

資産購入費 ・医療器械等購入費

企業債償還金

企業債償還金 ・企業債元金償還金

介護老人保健施設事業資本的支出

建設改良費

資産購入費 ・療養器械等購入費

施設整備費 ・介護老人保健施設整備工事費

企業債償還金

企業債償還金 ・企業債元金償還金

合　　　　　　　　　計

款　　項 目

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款　　項

合　　　　　　　　　計

目
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（単位：千円）

１． 業務活動によるキャッシュ・フロー ２． 投資活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 有形固定資産の取得による支出 △78,950

減価償却費 投資活動によるキャッシュ・フロー △78,950

引当金の増減額 △2,247

長期前受金戻入額 △56,500

受取利息及び受取配当金 △2 ３． 財務活動によるキャッシュ・フロー

支払利息 建設改良等の企業債による収入

未収金の増減額（△は増加） 建設改良等の企業債償還による支出 △80,648

未払金の増減額 他会計からの出資による収入

その他の調整額（資産減耗費） 財務活動によるキャッシュ・フロー

その他の調整額（長期前払消費税勘定償却）

その他の調整額（長期前払消費税勘定増加） △4,539

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額 △790

業務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

令和５年度匝瑳市病院事業（国保匝瑳市民病院）予定キャッシュ・フロー計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）
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（単位：千円）

１． 業務活動によるキャッシュ・フロー ２． 投資活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 有形固定資産の取得による支出 △24,363

減価償却費 投資活動によるキャッシュ・フロー △24,363

引当金の増減額

長期前受金戻入額 △34,582

受取利息及び受取配当金 △2 ３． 財務活動によるキャッシュ・フロー

支払利息 建設改良等の企業債による収入

未収金の増減額（△は増加） △3,040 建設改良等の企業債償還による支出 △59,950

未払金の増減額 他会計からの出資による収入

その他の調整額（資産減耗費） 財務活動によるキャッシュ・フロー

その他の調整額（長期前払消費税勘定償却）

その他の調整額（長期前払消費税勘定増加） △2,437

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額 △8,156

業務活動によるキャッシュ・フロー △943

資金増加額（又は減少額） △4,606

資金期首残高

資金期末残高

令和５年度匝瑳市病院事業（介護老人保健施設そうさぬくもりの郷）予定キャッシュ・フロー計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）
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（令和６年３月３１日）

千円 千円 千円 千円
１ 固　定　資　産

（１） 有形固定資産
（ア） 土 地
（イ） 建 物

減 価 償 却 累 計 額
（ウ） 建 物 付 属 設 備

減 価 償 却 累 計 額
（エ） 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額
（オ） 医 療 器 械 備 品

減 価 償 却 累 計 額
（カ） 器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額
（キ） 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額
（ク） リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額
（ケ） 建 設 仮 勘 定

（２） 無形固定資産
（ア） 電 話 加 入 権

そ の 他 無 形 固 定 資 産

（３） 投資その他の資産
（ア） 長 期 前 払 消 費 税

２ 流　動　資　産
（１） 現金・預金
（２） 未収金
（３） 貯蔵品

資 産 合 計

令和５年度匝瑳市病院事業予定貸借対照表

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

(イ）
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３ 固　定　負　債
（１） 企業債
（２） リース債務

４ 流　動　負　債
（１） 企業債
（２） リース債務
（３） 未払金
（４） 引当金
（５） その他流動負債

５ 繰　延　収　益
（１） 長期前受金
（２） 収益化累計額 △1,093,011

６ 資　本　金
７ 剰　余　金

（１） 資本剰余金
（ア） 受 贈 財 産 評 価 額

（２） 利益剰余金
（ア） 減 債 積 立 金
（イ） 建 設 改 良 積 立 金
（ウ） 当 年 度 未 処 理 欠 損 金

△2,398,287
△2,285,780

負 債 資 本 合 計

負　　債　　の　　部

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

資 本 合 計

資　　本　　の　　部

負 債 合 計

-329-

（令和６年３月３１日）

千円 千円 千円 千円
１ 固　定　資　産

（１） 有形固定資産
（ア） 土 地
（イ） 建 物

減 価 償 却 累 計 額
（ウ） 建 物 付 属 設 備

減 価 償 却 累 計 額
（エ） 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額
（オ） 医 療 器 械 備 品

減 価 償 却 累 計 額
（カ） 器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額
（キ） 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額
（ク） リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額
（ケ） 建 設 仮 勘 定

（２） 無形固定資産
（ア） 電 話 加 入 権

そ の 他 無 形 固 定 資 産

（３） 投資その他の資産
（ア） 長 期 前 払 消 費 税

２ 流　動　資　産
（１） 現金・預金
（２） 未収金
（３） 貯蔵品

資 産 合 計

令和５年度匝瑳市病院事業予定貸借対照表

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

(イ）
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（令和６年３月３１日）

千円 千円 千円 千円
１ 固　定　資　産

（１） 有形固定資産
（ア） 土 地
（イ） 建 物

減 価 償 却 累 計 額
（ウ） 建 物 付 属 設 備

減 価 償 却 累 計 額
（エ） 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額
（オ） 医 療 器 械 備 品

減 価 償 却 累 計 額
（カ） 器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額
（キ） 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額
（ク） リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額
（ケ） 建 設 仮 勘 定

（２） 無形固定資産
（ア） 電 話 加 入 権

そ の 他 無 形 固 定 資 産

（３） 投資その他の資産
（ア） 長 期 前 払 消 費 税

２ 流　動　資　産
（１） 現金・預金
（２） 未収金
（３） 貯蔵品

資 産 合 計

固 定 資 産 合 計
投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

令和５年度匝瑳市病院事業(国保匝瑳市民病院)予定貸借対照表

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産 合 計

(イ）
無 形 固 定 資 産 合 計
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３ 固　定　負　債
（１） 企業債
（２） リース債務

４ 流　動　負　債
（１） 企業債
（２） リース債務
（３） 未払金
（４） 引当金
（５） その他流動負債

５ 繰　延　収　益
（１） 長期前受金
（２） 収益化累計額 △679,397

６ 資　本　金
７ 剰　余　金

（１） 資本剰余金
（ア） 受 贈 財 産 評 価 額

（２） 利益剰余金
（ア） 減 債 積 立 金
（イ） 建 設 改 良 積 立 金
（ウ） 当 年 度 未 処 理 欠 損 金

△2,068,352
△2,000,800

負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 資 本 合 計

資　　本　　の　　部

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計

負　　債　　の　　部

流 動 負 債 合 計
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（令和６年３月３１日）

千円 千円 千円 千円
１ 固　定　資　産

（１） 有形固定資産
（ア） 土 地
（イ） 建 物

減 価 償 却 累 計 額
（ウ） 建 物 付 属 設 備

減 価 償 却 累 計 額
（エ） 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額
（オ） 医 療 器 械 備 品

減 価 償 却 累 計 額
（カ） 器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額
（キ） 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額
（ク） リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額
（ケ） 建 設 仮 勘 定

（２） 無形固定資産
（ア） 電 話 加 入 権

そ の 他 無 形 固 定 資 産

（３） 投資その他の資産
（ア） 長 期 前 払 消 費 税

２ 流　動　資　産
（１） 現金・預金
（２） 未収金
（３） 貯蔵品

資 産 合 計

固 定 資 産 合 計
投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

令和５年度匝瑳市病院事業(国保匝瑳市民病院)予定貸借対照表

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産 合 計

(イ）
無 形 固 定 資 産 合 計

-330-

― 331 ―



（令和６年３月３１日）

千円 千円 千円 千円

１ 固　定　資　産

（１） 有形固定資産

（ア） 土 地

（イ） 建 物

減 価 償 却 累 計 額

（ウ） 建 物 付 属 設 備

減 価 償 却 累 計 額

（エ） 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

（オ） 医 療 器 械 備 品

減 価 償 却 累 計 額

（カ） 器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額

（キ） 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

（２） 投資その他の資産

（ア） 長 期 前 払 消 費 税

２ 流　動　資　産

（１） 現金・預金

（２） 未収金

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

令和５年度匝瑳市病院事業(介護老人保健施設そうさぬくもりの郷)予定貸借対照表

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計
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３ 固　定　負　債

（１） 企業債

４ 流　動　負　債

（１） 企業債

（２） 未払金

（３） 引当金

（４） その他流動負債

５ 繰　延　収　益

（１） 長期前受金

（２） 収益化累計額 △413,614

６ 資　本　金

７ 剰　余　金

（１） 資本剰余金

（ア） 受 贈 財 産 評 価 額

（２） 利益剰余金

（ア） 当年度未処 理 欠 損金

△329,935

△284,980

資　　本　　の　　部

固 定 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 資 本 合 計

負　　債　　の　　部

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計
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（令和６年３月３１日）

千円 千円 千円 千円

１ 固　定　資　産

（１） 有形固定資産

（ア） 土 地

（イ） 建 物

減 価 償 却 累 計 額

（ウ） 建 物 付 属 設 備

減 価 償 却 累 計 額

（エ） 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

（オ） 医 療 器 械 備 品

減 価 償 却 累 計 額

（カ） 器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額

（キ） 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

（２） 投資その他の資産

（ア） 長 期 前 払 消 費 税

２ 流　動　資　産

（１） 現金・預金

（２） 未収金

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

令和５年度匝瑳市病院事業(介護老人保健施設そうさぬくもりの郷)予定貸借対照表

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計
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千円 千円 千円

１ 医　　業　　収　　益

（１） 入 院 収 益

（２） 外 来 収 益

（３） 他 会 計 負 担 金

（４） そ の 他 医 業 収 益

２

３ 居宅介護支援事業所収益

４ 医　　業　　費　　用

（１） 給 与 費

（２） 材 料 費

（３） 経 費

（４） 減 価 償 却 費

（５） 資 産 減 耗 費

（６） 研 究 研 修 費

５ 訪問看護ステーション費用

（１） 給 与 費

（２） 材 料 費

（３） 経 費

（４） 研 究 研 修 費

６

（１） 給 与 費

（２） 経 費

（３） 研 究 研 修 費

７ 医　業　外　収　益

（１） 受 取 利 息 配 当 金

（２） 他 会 計 補 助 金

令和４年度匝瑳市病院事業(国保匝瑳市民病院)予定損益計算書
（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

訪問看護ステーション収益

居宅支援事業所費用

医 業 損 失
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（３） 補 助 金

（４） 長 期 前 受 金 戻 入

（５） そ の 他 医 業 外 収 益

８ 医　業　外　費　用

（１） 支 払 利 息

（２） 消 費 税

（３） 医 師 ・ 看 護 師 等 養 成 費

（４） 受 託 研 究 費

（５） 雑 損 失

（６） 長 期 前 払 消 費 税 勘 定 償 却

９ 特 　別 　利 　益

（１） 固 定 資 産 売 却 益

（２） 過 年 度 損 益 修 正 益

特 　別 　損 　失

（１） 固 定 資 産 売 却 損

（２） 過 年 度 損 益 修 正 損 △1,180
当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

経 常 損 失
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千円 千円 千円

１ 医　　業　　収　　益

（１） 入 院 収 益

（２） 外 来 収 益

（３） 他 会 計 負 担 金

（４） そ の 他 医 業 収 益

２

３ 居宅介護支援事業所収益

４ 医　　業　　費　　用

（１） 給 与 費

（２） 材 料 費

（３） 経 費

（４） 減 価 償 却 費

（５） 資 産 減 耗 費

（６） 研 究 研 修 費

５ 訪問看護ステーション費用

（１） 給 与 費

（２） 材 料 費

（３） 経 費

（４） 研 究 研 修 費

６

（１） 給 与 費

（２） 経 費

（３） 研 究 研 修 費

７ 医　業　外　収　益

（１） 受 取 利 息 配 当 金

（２） 他 会 計 補 助 金

令和４年度匝瑳市病院事業(国保匝瑳市民病院)予定損益計算書
（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

訪問看護ステーション収益

居宅支援事業所費用

医 業 損 失
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千円 千円 千円
１ 施 設 事 業 収 益

（１） 入 所 収 益
（２） 通 所 収 益
（３） そ の 他 施 設 事 業 収 益

２ 施 設 事 業 費 用
（１） 給 与 費
（２） 材 料 費
（３） 経 費
（４） 減 価 償 却 費
（５） 資 産 減 耗 費
（６） 研 究 研 修 費

３ 施 設 事 業 外 収 益
受 取 利 息 配 当 金
他 会 計 補 助 金

（３） 補 助 金
（４） 長 期 前 受 金 戻 入
（５） そ の 他 施 設 事 業 外 収 益

４ 施 設 事 業 外 費 用
（１） 支 払 利 息
（２） 消 費 税
（３） 雑 損 失
（４） 長 期 前 払 消 費 税 勘 定 償 却

５ 特 　別 　利 　益
（１） 過 年 度 損 益 修 正 益
（２） 長 期 前 受 金 戻 入

６ 特 　別 　損 　失
（１） 固 定 資 産 売 却 損

経 常 損 失

令和４年度匝瑳市病院事業(介護老人保健施設そうさぬくもりの郷)予定損益計算書
（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

施 設 損 失

（１）
（２）
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（２） 過 年 度 損 益 修 正 損
当 年 度 純 損 失
前 年 度 繰 越 欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金
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千円 千円 千円
１ 施 設 事 業 収 益

（１） 入 所 収 益
（２） 通 所 収 益
（３） そ の 他 施 設 事 業 収 益

２ 施 設 事 業 費 用
（１） 給 与 費
（２） 材 料 費
（３） 経 費
（４） 減 価 償 却 費
（５） 資 産 減 耗 費
（６） 研 究 研 修 費

３ 施 設 事 業 外 収 益
受 取 利 息 配 当 金
他 会 計 補 助 金

（３） 補 助 金
（４） 長 期 前 受 金 戻 入
（５） そ の 他 施 設 事 業 外 収 益

４ 施 設 事 業 外 費 用
（１） 支 払 利 息
（２） 消 費 税
（３） 雑 損 失
（４） 長 期 前 払 消 費 税 勘 定 償 却

５ 特 　別 　利 　益
（１） 過 年 度 損 益 修 正 益
（２） 長 期 前 受 金 戻 入

６ 特 　別 　損 　失
（１） 固 定 資 産 売 却 損

経 常 損 失

令和４年度匝瑳市病院事業(介護老人保健施設そうさぬくもりの郷)予定損益計算書
（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

施 設 損 失

（１）
（２）
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（令和５年３月３１日）

千円 千円 千円 千円
１ 固　定　資　産

（１） 有形固定資産
（ア） 土 地
（イ） 建 物

減 価 償 却 累 計 額
（ウ） 建 物 付 属 設 備

減 価 償 却 累 計 額
（エ） 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額
（オ） 医 療 器 械 備 品

減 価 償 却 累 計 額
（カ） 器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額
（キ） 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額
（ク） リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

（２） 無形固定資産
（ア） 電 話 加 入 権

そ の 他 無 形 固 定 資 産

（３） 投資その他の資産
（ア） 長 期 前 払 消 費 税

２ 流　動　資　産
（１） 現金・預金
（２） 未収金
（３） 貯蔵品

資 産 合 計

令和４年度匝瑳市病院事業予定貸借対照表

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

(イ）
無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計
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３ 固　定　負　債
（１） 企業債
（２） リース債務

４ 流　動　負　債
（１） 企業債
（２） リース債務
（３） 未払金
（４） 引当金
（５） その他流動負債

５ 繰　延　収　益
（１） 長期前受金
（２） 収益化累計額 △1,001,927

６ 資　本　金
７ 剰　余　金

（１） 資本剰余金
（ア） 受 贈 財 産 評 価 額

（２） 利益剰余金
（ア） 減 債 積 立 金
（イ） 建 設 改 良 積 立 金
（ウ） 当 年 度 未 処 理 欠 損 金

△2,403,718
△2,291,211

負　　債　　の　　部

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

剰 余 金 合 計

繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

資　　本　　の　　部

負 債 資 本 合 計
資 本 合 計
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（令和５年３月３１日）

千円 千円 千円 千円
１ 固　定　資　産

（１） 有形固定資産
（ア） 土 地
（イ） 建 物

減 価 償 却 累 計 額
（ウ） 建 物 付 属 設 備

減 価 償 却 累 計 額
（エ） 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額
（オ） 医 療 器 械 備 品

減 価 償 却 累 計 額
（カ） 器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額
（キ） 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額
（ク） リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

（２） 無形固定資産
（ア） 電 話 加 入 権

そ の 他 無 形 固 定 資 産

（３） 投資その他の資産
（ア） 長 期 前 払 消 費 税

２ 流　動　資　産
（１） 現金・預金
（２） 未収金
（３） 貯蔵品

資 産 合 計

令和４年度匝瑳市病院事業予定貸借対照表

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

(イ）
無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計
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（令和５年３月３１日）

千円 千円 千円 千円
１ 固　定　資　産

（１） 有形固定資産
（ア） 土 地
（イ） 建 物

減 価 償 却 累 計 額
（ウ） 建 物 付 属 設 備

減 価 償 却 累 計 額
（エ） 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額
（オ） 医 療 器 械 備 品

減 価 償 却 累 計 額
（カ） 器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額
（キ） 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額
（ク） リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

（２） 無形固定資産
（ア） 電 話 加 入 権

そ の 他 無 形 固 定 資 産

（３） 投資その他の資産
（ア） 長 期 前 払 消 費 税

２ 流　動　資　産
（１） 現金・預金
（２） 未収金
（３） 貯蔵品

資 産 合 計

固 定 資 産 合 計
投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

令和４年度匝瑳市病院事業(国保匝瑳市民病院)予定貸借対照表

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産 合 計

(イ）
無 形 固 定 資 産 合 計
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３ 固　定　負　債
（１） 企業債
（２） リース債務

４ 流　動　負　債
（１） 企業債
（２） リース債務
（３） 未払金
（４） 引当金
（５） その他流動負債

５ 繰　延　収　益
（１） 長期前受金
（２） 収益化累計額 △622,896

６ 資　本　金
７ 剰　余　金

（１） 資本剰余金
（ア） 受 贈 財 産 評 価 額

（２） 利益剰余金
（ア） 減 債 積 立 金
（イ） 建 設 改 良 積 立 金
（ウ） 当 年 度 未 処 理 欠 損 金

△2,073,422
△2,005,870

負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 資 本 合 計

資　　本　　の　　部

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計

負　　債　　の　　部

流 動 負 債 合 計
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（令和５年３月３１日）

千円 千円 千円 千円
１ 固　定　資　産

（１） 有形固定資産
（ア） 土 地
（イ） 建 物

減 価 償 却 累 計 額
（ウ） 建 物 付 属 設 備

減 価 償 却 累 計 額
（エ） 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額
（オ） 医 療 器 械 備 品

減 価 償 却 累 計 額
（カ） 器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額
（キ） 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額
（ク） リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

（２） 無形固定資産
（ア） 電 話 加 入 権

そ の 他 無 形 固 定 資 産

（３） 投資その他の資産
（ア） 長 期 前 払 消 費 税

２ 流　動　資　産
（１） 現金・預金
（２） 未収金
（３） 貯蔵品

資 産 合 計

固 定 資 産 合 計
投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

令和４年度匝瑳市病院事業(国保匝瑳市民病院)予定貸借対照表

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産 合 計

(イ）
無 形 固 定 資 産 合 計
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（令和５年３月３１日）

千円 千円 千円 千円

１ 固　定　資　産

（１） 有形固定資産

（ア） 土 地

（イ） 建 物

減 価 償 却 累 計 額

（ウ） 建 物 付 属 設 備

減 価 償 却 累 計 額

（エ） 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

（オ） 医 療 器 械 備 品

減 価 償 却 累 計 額

（カ） 器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額

（キ） 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

（２） 投資その他の資産

（ア） 長 期 前 払 消 費 税

２ 流　動　資　産

（１） 現金・預金

（２） 未収金

流 動 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

令和４年度匝瑳市病院事業(介護老人保健施設そうさぬくもりの郷)予定貸借対照表

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計
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３ 固　定　負　債

（１） 企業債

４ 流　動　負　債

（１） 企業債

（２） 未払金

（３） 引当金

（４） その他流動負債

５ 繰　延　収　益

（１） 長期前受金

（２） 収益化累計額 △379,031

６ 資　本　金

７ 剰　余　金

（１） 資本剰余金

（ア） 受 贈 財 産 評 価 額

（２） 利益剰余金

（ア） 当年度未処理欠損金

△330,296

△285,341

負　　債　　の　　部

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

固 定 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計
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（令和５年３月３１日）

千円 千円 千円 千円

１ 固　定　資　産

（１） 有形固定資産

（ア） 土 地

（イ） 建 物

減 価 償 却 累 計 額

（ウ） 建 物 付 属 設 備

減 価 償 却 累 計 額

（エ） 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

（オ） 医 療 器 械 備 品

減 価 償 却 累 計 額

（カ） 器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額

（キ） 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

（２） 投資その他の資産

（ア） 長 期 前 払 消 費 税

２ 流　動　資　産

（１） 現金・預金

（２） 未収金

流 動 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

令和４年度匝瑳市病院事業(介護老人保健施設そうさぬくもりの郷)予定貸借対照表

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計
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注記

Ⅰ．重要な会計方針

１ 資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 先入先出法によっている。

２ 固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物 ９～３９年

建物付属設備 ８～３９年

構築物 １０～６０年

医療器械備品 ４～１５年

器具備品 ４～２０年

車両運搬具 ４～ ６年

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

・減価償却の方法 定額法による。

（３）リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

３ 引当金の計上方法

（１）賞与引当金

職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月か
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ら３月までの４か月分）を計上している。

（２）その他引当金

職員の期末・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属

する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。

（３）退職給付引当金

総合事務組合（退職手当組合）へ加入し、追加的な費用負担を一般会計で負担することとしているため計上していない。

４ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

企業債の償還に係る一般会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のあるものも含む）のうち、

一般会計が負担すると見込まれる額は６０２，２３７千円である。

Ⅲ．リース契約により使用する固定資産

リース総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。
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注記

Ⅰ．重要な会計方針

１ 資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 先入先出法によっている。

２ 固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物 ９～３９年

建物付属設備 ８～３９年

構築物 １０～６０年

医療器械備品 ４～１５年

器具備品 ４～２０年

車両運搬具 ４～ ６年

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

・減価償却の方法 定額法による。

（３）リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

３ 引当金の計上方法

（１）賞与引当金

職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月か

-344-

― 345 ―



（１）　総括

本年度

△ 840

給　　　与　　　費

比　較

給　与　費　明　細　書

区分

（単位：千円）

法　定
福利費

合計
職員手当等

職員手当
等の内訳

区　分

本年度

通　勤
手　当

期　末
手　当

時 間 外
勤務手当

夜間勤務
手　　当

宿日直
手　当

前年度

比　較

(△ 2)

（人）
計給料

退　職
給付費

住　居
手　当

特殊勤務
手　　当

△ 5,971

（　　）内は、パートタイム会計年度任用職員の外書き

前年度

職員数

特別職

（人）

一般職

児　童
手　当

扶　養
手　当

地　域
手　当

△ 345△ 1,695

（単位：千円）

勤　勉
手　当

管理職
手　当
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ア　会計年度任用職員以外の職員

イ　会計年度任用職員

（単位：千円）

区　分
通　勤
手　当

特殊勤務
手　　当

夜間勤務
手　　当

宿日直
手　当

期　末
手　当

前年度
本年度

△ 83

(△ 2)

前年度

本年度

比　較 △ 948

職員手当
等の内訳

比　較

区分
法　定
福利費

一般職
給料 職員手当等 計

（人）

給　　　与　　　費

前年度
△ 840 △ 345

（単位：千円）

職員手当
等の内訳

区　分
扶　養
手　当

管理職
手　当

地　域
手　当

住　居
手　当

通　勤
手　当

特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

夜間勤務
手　　当

宿日直
手　当

期　末
手　当

勤　勉
手　当

児　童
手　当

本年度

比　較

比　較 △ 5,971

職員手当等 計
（人） （人）

本年度

前年度

区分
職員数

法　定
福利費

退　職
給付費

合計特別職 一般職
給料

（単位：千円）

（単位：千円）

給　　　与　　　費

職員数

△ 1,612

（　　）内は、パートタイム会計年度任用職員の外書き

合計
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（１）　総括

本年度

△ 840

給　　　与　　　費

比　較

給　与　費　明　細　書

区分

（単位：千円）

法　定
福利費

合計
職員手当等

職員手当
等の内訳

区　分

本年度

通　勤
手　当

期　末
手　当

時 間 外
勤務手当

夜間勤務
手　　当

宿日直
手　当

前年度

比　較

(△ 2)

（人）
計給料

退　職
給付費

住　居
手　当

特殊勤務
手　　当

△ 5,971

（　　）内は、パートタイム会計年度任用職員の外書き

前年度

職員数

特別職

（人）

一般職

児　童
手　当

扶　養
手　当

地　域
手　当

△ 345△ 1,695

（単位：千円）

勤　勉
手　当

管理職
手　当

-346-
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（２）　給料及び職員手当等の増減額の明細 （単位：千円）

給与改定の状況

％

平均昇給率 ％

期末手当

勤勉手当

扶養手当

管理職手当

地域手当

住居手当

通勤手当

特殊勤務手当

時間外勤務手当

夜間勤務手当

宿日直手当

期末手当

勤勉手当

児童手当

昇給に伴う増加分

　前年度

　　給料の改定率

　　給料改定の実施時期　 令和4年4月1日

給　料

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　　　明 備　　　考

給与改定に伴う増減分

その他の増減分 職員の変動等に係る増分

職員手当等 制度改正に伴う増減分

その他の増減分 △ 840

△ 1,695

職員の変動等に係る増減分

△ 345

-348-― 348 ―



（３）　給料及び職員手当等の状況

ア　職員１人当たり給与

イ　初任給

（医療技術員）

（医療職（１））（医療職（２）） （医療職（３））

医　　師

大学６卒

高看学校卒

区　　　　　　　分

看　護　師

（医療職（３））

准看学校卒

区分

その他

高校卒

医　　師

その他

（一般行政職）

准看護師 事務員医療技術員 看　護　師

事務員

（一般行政職）

その他

（単位：円）

視　能　訓　練　士

（医療職（２））

栄　養　士 診療放射線技師

大学卒

臨床検査技師

理　学　療　法　士
作　業　療　法　士
言　語　聴　覚　士

下記給料以下の枠で決定

（単位：円）

大学６卒

大学卒

短大３卒

令和 ４ 年
１２月１日
現　　 在

令和 ３ 年
１２月１日
現　　 在

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平均年齢（歳）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平均年齢（歳）

区分
薬　剤　師

（医療職（１））

短大卒

-349-

（２）　給料及び職員手当等の増減額の明細 （単位：千円）

給与改定の状況

％

平均昇給率 ％

期末手当

勤勉手当

扶養手当

管理職手当

地域手当

住居手当

通勤手当

特殊勤務手当

時間外勤務手当

夜間勤務手当

宿日直手当

期末手当

勤勉手当

児童手当

昇給に伴う増加分

　前年度

　　給料の改定率

　　給料改定の実施時期　 令和4年4月1日

給　料

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　　　明 備　　　考

給与改定に伴う増減分

その他の増減分 職員の変動等に係る増分

職員手当等 制度改正に伴う増減分

その他の増減分 △ 840

△ 1,695

職員の変動等に係る増減分

△ 345

-348-
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ウ　級別職員数

令和　３  年
１２月１日現在

計 計 計

４　級 ４　級 ４　級

３　級

１　級

６　級 ６　級

５　級５　級

１　級 １　級 １　級

２　級 ２　級

３　級 ３　級

任期付

令和　４  年
１２月１日現在

４　級 ４　級

計 計

区　　分

医療職（１） 医療職（２） 医療職（３） 一般行政職

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

（人） （％） （人）

職員数 構成比 級 職員数 構成比 級

（％）（％） （人） （％） （人）

６　級

１　級

５　級

４　級

３　級 ３　級

４　級

２　級

５　級 ５　級

６　級 ６　級

７　級

指定職

７　級

計計

１　級

３　級 ３　級

２　級 ２　級

７　級

任期付

指定職

計

６　級

７　級

１　級 １　級

３　級

２　級２　級

５　級

４　級

２　級

-350-― 350 ―



（級別の基準となる職務）

一般行政職 主事 主任主事 副主査 主査補 主査 次長 事務局長

主事補 副主幹 主幹

医療職（１） 医師 医師 科部長 診療統括部長 病院長 施設長

主任医長 病院長補佐

医長

医療職（２） 技師 技師 技師 技師 副主任技師 技師長 医療技術部長

主任技師

医療職（３） 准看護師 看護師 看護師 看護師 看護師長 看護部長

准看護師 准看護師 准看護師 主任看護師 地域ケア部長

施設ケア部長

副看護部長

６級 ７級 任期付区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 指定職

-351-

ウ　級別職員数

令和　３  年
１２月１日現在

計 計 計

４　級 ４　級 ４　級

３　級

１　級

６　級 ６　級

５　級５　級

１　級 １　級 １　級

２　級 ２　級

３　級 ３　級

任期付

令和　４  年
１２月１日現在

４　級 ４　級

計 計

区　　分

医療職（１） 医療職（２） 医療職（３） 一般行政職

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

（人） （％） （人）

職員数 構成比 級 職員数 構成比 級

（％）（％） （人） （％） （人）

６　級

１　級

５　級

４　級

３　級 ３　級

４　級

２　級

５　級 ５　級

６　級 ６　級

７　級

指定職

７　級

計計

１　級

３　級 ３　級

２　級 ２　級

７　級

任期付

指定職

計

６　級

７　級

１　級 １　級

３　級

２　級２　級

５　級

４　級

２　級

-350-
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エ　昇給

職員数 （Ａ）

昇給に係る職員数 （Ｂ）

１号給

２号給

３号給

４号給

比率（Ｂ）／（Ａ）

職員数 （Ａ）

昇給に係る職員数 （Ｂ）

１号給

２号給

３号給

４号給

比率（Ｂ）／（Ａ）

一般行政職 医療職（１） 医療職（２） 医療職（３） 指定職・任期付区　　　　　　　　　　分 合計

（人）

（人）

号給数別内訳

（人）

（人）

（人）

前
　
　
年
　
　
度

（人）

本
　
　
年
　
　
度

（％）

号給数別内訳

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（％）

（人）
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オ　期末手当・勤勉手当

（　　）内は、再任用職員に係る支給率

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

一般会計の制度
（支給率等）

定年前早期退職
２～２０％加算

支給率等
定年前早期退職
２～２０％加算

その他の加算措置等
（月分） （月分）

一般会計の制度
（1.15） （1.15） （2.3）

有

区　　　分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最　高　限　度

区　　　分
支給期別支給率

支給率計（月分）
 職制上の段階、職務の
 級等による加算措置

備　　　考
６月（月分） １２月（月分）

本　　年　　度
（1.15）

備　　　考

（1.15） （2.3）
有

前　　年　　度
（1.125） （1.125） （2.250）

有

（月分） （月分）

-353-

エ　昇給

職員数 （Ａ）

昇給に係る職員数 （Ｂ）

１号給

２号給

３号給

４号給

比率（Ｂ）／（Ａ）

職員数 （Ａ）

昇給に係る職員数 （Ｂ）

１号給

２号給

３号給

４号給

比率（Ｂ）／（Ａ）

一般行政職 医療職（１） 医療職（２） 医療職（３） 指定職・任期付区　　　　　　　　　　分 合計

（人）

（人）

号給数別内訳

（人）

（人）

（人）

前
　
　
年
　
　
度

（人）

本
　
　
年
　
　
度

（％）

号給数別内訳

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（％）

（人）

-352-
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キ　地域手当

ク　特殊勤務手当

　支　給　対　象 医　師

　支　給　率　　（％）

　支　給　対　象　職　員　数　　（人）

代表的な特殊勤務手当の名称 特殊患者診療手当・研究手当・夜間看護等手当・待機手当・処遇改善特別手当

（令和4年12月1日現在）

　国の指定基準に基づく支給率　　（％）

支給対象職員の比率　（％）

給料総額に対する比率（％）

区　　　　分 全　職　種 医　　　師 医療技術員 看　護　師 そ　の　他事　務　員

-354-― 354 ―



ケ　その他の手当

 区　　　　　分 一般会計の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

 通　勤　手　当 異　　　な　　　る 　医師　　有料道路の利用料金を支給

 扶　養　手　当 同　　　　　　　じ

 住　居　手　当 異　　　な　　　る 　医師　　最高支給限度額　　５５,０００円

-355-

キ　地域手当

ク　特殊勤務手当

　支　給　対　象 医　師

　支　給　率　　（％）

　支　給　対　象　職　員　数　　（人）

代表的な特殊勤務手当の名称 特殊患者診療手当・研究手当・夜間看護等手当・待機手当・処遇改善特別手当

（令和4年12月1日現在）

　国の指定基準に基づく支給率　　（％）

支給対象職員の比率　（％）

給料総額に対する比率（％）

区　　　　分 全　職　種 医　　　師 医療技術員 看　護　師 そ　の　他事　務　員

-354-

― 355 ―



 収　　　　入 （単位：千円）

本年度予定額 前年度予定額 比　　較

病院事業収益

医業収益 △15,484

入院収益 △23,643

入院収益 △23,643 ・１日当たり患者数 64.0人

・年延患者数 23,424人

・１人１日当たり 35,500円

外来収益

外来収益 ・１日当たり患者数 315.0人

・年延患者数 76,545人

・１人１日当たり 8,500円

他会計負担金

他会計負担金 ・救急医療補助

・国保調整交付金

・特殊診療部門補助

その他医業収益

室料差額収益

公衆衛生活動収益 ・健康診断料、予防接種料等

医療相談収益 ・人間ドック、個人健診等

受託検査施設利用収益 ・施設利用料、受託検査料等

その他医業収益 ・診断書料等

訪問看護ステーション収益

訪問看護ステーション収益

訪問看護ステーション収益 ・訪問看護ステーション収益

居宅介護支援事業所収益

居宅介護支援事業所収益

居宅介護支援事業所収益 ・居宅介護支援事業所収益

医業外収益

受取利息配当金

預金利息

説　  　　　　　明

令和５年度匝瑳市病院事業会計予算説明書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

目　　　　節款　項

-356-
― 356 ―



本年度予定額 前年度予定額 比　　較 説　  　　　　　明目　　　　節款　項

他会計補助金

他会計補助金 ・企業債利息補助

・リハビリテーション補助

・研究研修費補助

・共済追加費用補助

・児童手当補助

・医師確保対策補助

・高度医療補助

・基礎年金拠出金補助

・不採算地区病院補助

補助金

国庫補助金 ・新型コロナウイルス感染対策事業補助金

× 県補助金 △2,684 ・廃節

研究受託収益

研究受託収益

長期前受金戻入

長期前受金戻入 ・補助金、寄附金、受贈財産に係る長期前受金戻入

その他医業外収益

不用品売却収益

その他医業外収益 ・医師住宅使用料、自動販売機販売手数料等

特別利益

固定資産売却益

固定資産売却益

介護老人保健施設事業収益

施設事業収益

入所収益

入所収益 ・１日当たり入所者数 95.0人

・年延入所者数 34,770人

・１人１日当たり 14,100円

-357-― 357 ―



本年度予定額 前年度予定額 比　　較 説　  　　　　　明目　　　　節款　項

通所収益 △314

通所収益 △314 ・１日当たり通所者数 27.0人

・年延通所者数 7,911人

・１人１日当たり 11,600円

その他施設事業収益

室料差額収益

その他施設事業収益 ・日用品、教養娯楽費利用料等

施設事業外収益

受取利息配当金

預金利息

他会計補助金

他会計補助金 ・企業債利息補助

・研究研修費補助

・共済追加費用補助

・児童手当補助

・基礎年金拠出金補助

長期前受金戻入

長期前受金戻入

その他施設事業外収益

その他施設事業外収益

× 補助金 △2,952 ・廃目

特別利益

長期前受金戻入

長期前受金戻入 ・減価償却費を超える長期前受金戻入

合　　　　　　　　計

-358-― 358 ―



 支　　　　出 （単位：千円）

本年度予定額 前年度予定額 比　　較

病院事業費用

医業費用

給与費

給料 職員給料

・医師給 12人

・事務員給 9人

・医療技術員給 24人

・看護師給 54人

・その他職員給　 1人

　　　　計 100人

会計年度任用職員給料　

会計年度任用職員給料（非常勤医師）

手当等 職員手当等

・扶養手当

・管理職手当

・地域手当

・住居手当

・通勤手当

・特殊勤務手当

・時間外勤務手当

・夜間勤務手当

・宿日直手当

・期末手当

・勤勉手当

・児童手当

目　　　　節款　項 説　  　　　　　明

-359-

本年度予定額 前年度予定額 比　　較 説　  　　　　　明目　　　　節款　項

通所収益 △314

通所収益 △314 ・１日当たり通所者数 27.0人

・年延通所者数 7,911人

・１人１日当たり 11,600円

その他施設事業収益

室料差額収益

その他施設事業収益 ・日用品、教養娯楽費利用料等

施設事業外収益

受取利息配当金

預金利息

他会計補助金

他会計補助金 ・企業債利息補助

・研究研修費補助

・共済追加費用補助

・児童手当補助

・基礎年金拠出金補助

長期前受金戻入

長期前受金戻入

その他施設事業外収益

その他施設事業外収益

× 補助金 △2,952 ・廃目

特別利益

長期前受金戻入

長期前受金戻入 ・減価償却費を超える長期前受金戻入

合　　　　　　　　計

-358-
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本年度予定額 前年度予定額 比　　較目　　　　節款　項 説　  　　　　　明

会計年度任用職員手当等

・通勤手当

・特殊勤務手当

・夜間勤務手当

・期末手当

会計年度任用職員手当等（非常勤医師）

・通勤手当

・特殊勤務手当

賞与引当金繰入額 △189

法定福利費 ・共済組合負担金等

・厚生年金保険料等

退職給付費 ・総合事務組合負担金

その他引当金繰入額 △575 ・賞与引当に係る法定福利費

材料費

薬品費

診療材料費

給食材料費

医療消耗備品費

経費

厚生福利費

報償費

旅費交通費

職員被服費

消耗品費

消耗備品費

-360-― 360 ―



本年度予定額 前年度予定額 比　　較目　　　　節款　項 説　  　　　　　明

光熱水費 ・電気料、水道料

燃料費 ・ボイラー用重油、メタンガス、ガソリン等

食糧費

印刷製本費 △300

修繕費 ・医療器械、車両、ボイラー、病院建物修繕等

保険料 ・病院賠償責任保険料等

・自動車保険料

・病院建物保険料等

賃借料 △2,000 ・医療器材等リース代

・基準寝具等リース代

・在宅酸素等賃借料

・カーテンリース代

・その他賃借料等

通信運搬費

委託料 ・検査委託料

・施設保守・院内清掃・洗濯等委託料

・医事委託料

・給食業務委託料

・医療機器保守委託料

・医療情報システム委託料

・その他委託料

諸会費 ・県国保直診協会費

・国診協通常会費

・全国自治体病院協議会費

・日本病院会費

-361-

本年度予定額 前年度予定額 比　　較目　　　　節款　項 説　  　　　　　明

会計年度任用職員手当等

・通勤手当

・特殊勤務手当

・夜間勤務手当

・期末手当

会計年度任用職員手当等（非常勤医師）

・通勤手当

・特殊勤務手当

賞与引当金繰入額 △189

法定福利費 ・共済組合負担金等

・厚生年金保険料等

退職給付費 ・総合事務組合負担金

その他引当金繰入額 △575 ・賞与引当に係る法定福利費

材料費

薬品費

診療材料費

給食材料費

医療消耗備品費

経費

厚生福利費

報償費

旅費交通費

職員被服費

消耗品費

消耗備品費

-360-

― 361 ―



本年度予定額 前年度予定額 比　　較目　　　　節款　項 説　  　　　　　明

・千葉県医師会費

・地区医師会費

・その他諸会費

交際費

賠償金 　

雑費 ・放送受信料等

減価償却費 △3,417

減価償却費 △3,417 ・建物

・建物付属設備

・構築物

・医療器械備品

・器具備品

・車両運搬具

・リース資産

・無形固定資産

資産減耗費

棚卸資産減耗費

固定資産除却費

研究研修費

図書費

旅費 ・研修、学会等出席旅費

研究雑費 ・研修負担金、学会費、研究諸雑費等

訪問看護ステーション費用 △7,407

給与費 △7,287

給料 職員給料

・看護師給等 10人

-362-― 362 ―



本年度予定額 前年度予定額 比　　較目　　　　節款　項 説　  　　　　　明

会計年度任用職員給料　

手当等 △205 職員手当等

・扶養手当

・管理職手当

・住居手当

・通勤手当

・特殊勤務手当

・時間外勤務手当

・期末手当

・勤勉手当

・児童手当

会計年度任用職員手当等

・通勤手当

・特殊勤務手当

・期末手当

賞与引当金繰入額 △318

法定福利費 △39 ・共済組合負担金等

・厚生年金保険料等

退職給付費 △7,978 ・総合事務組合負担金

その他引当金繰入額 △48 ・賞与引当に係る法定福利費

材料費

診療材料費

経費 △120

厚生福利費

旅費交通費

消耗品費

-363-

本年度予定額 前年度予定額 比　　較目　　　　節款　項 説　  　　　　　明

・千葉県医師会費

・地区医師会費

・その他諸会費

交際費

賠償金 　

雑費 ・放送受信料等

減価償却費 △3,417

減価償却費 △3,417 ・建物

・建物付属設備

・構築物

・医療器械備品

・器具備品

・車両運搬具

・リース資産

・無形固定資産

資産減耗費

棚卸資産減耗費

固定資産除却費

研究研修費

図書費

旅費 ・研修、学会等出席旅費

研究雑費 ・研修負担金、学会費、研究諸雑費等

訪問看護ステーション費用 △7,407

給与費 △7,287

給料 職員給料

・看護師給等 10人

-362-

― 363 ―



本年度予定額 前年度予定額 比　　較目　　　　節款　項 説　  　　　　　明

消耗備品費

光熱水費

燃料費

印刷製本費

修繕費 △90

保険料 △100

賃借料 △70

通信運搬費 △40

委託料

諸会費

雑費 △20

研究研修費

図書費

旅費　

研究雑費

居宅介護支援事業所費用 △1,937

給与費 △2,042

給料 △466 職員給料

・看護師給等 5人

会計年度任用職員給料　

手当等 △1,569 職員手当等

・通勤手当

・時間外勤務手当

・期末手当

・勤勉手当

会計年度任用職員手当等
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本年度予定額 前年度予定額 比　　較目　　　　節款　項 説　  　　　　　明

・通勤手当

・期末手当

賞与引当金繰入額

法定福利費 ・共済組合負担金等

・厚生年金保険料等

退職給付費 △632 ・総合事務組合負担金

その他引当金繰入額 ・賞与引当に係る法定福利費

経費

厚生福利費

旅費交通費

消耗品費

消耗備品費

燃料費

印刷製本費

修繕費 △40

保険料 △5

賃借料

通信運搬費 △30

委託料

諸会費

雑費

研究研修費

図書費

旅費　

研究雑費

医業外費用

-365-

本年度予定額 前年度予定額 比　　較目　　　　節款　項 説　  　　　　　明

消耗備品費

光熱水費

燃料費

印刷製本費

修繕費 △90

保険料 △100

賃借料 △70

通信運搬費 △40

委託料

諸会費

雑費 △20

研究研修費

図書費

旅費　

研究雑費

居宅介護支援事業所費用 △1,937

給与費 △2,042

給料 △466 職員給料

・看護師給等 5人

会計年度任用職員給料　

手当等 △1,569 職員手当等

・通勤手当

・時間外勤務手当

・期末手当

・勤勉手当

会計年度任用職員手当等

-364-
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本年度予定額 前年度予定額 比　　較目　　　　節款　項 説　  　　　　　明

支払利息及び企業債取扱諸費 △152

企業債利息 △121

一時借入金利息

リース資産 △31

消費税

消費税

医師・看護師等養成費

医師・看護師等養成費 ・医師１名

受託研究費

研究材料費

報償費

謝金

図書費

旅費

研究雑費

雑損失

その他雑損失 ・薬品等に係る消費税分、診療報酬査定減等

長期前払消費税勘定償却

長期前払消費税勘定償却

特別損失

固定資産売却損

固定資産売却損

過年度損益修正損

過年度損益修正損

その他特別損失

その他特別損失

-366-― 366 ―



本年度予定額 前年度予定額 比　　較目　　　　節款　項 説　  　　　　　明

予備費

予備費

予備費

介護老人保健施設事業費用

施設事業費用

給与費 △1,226

給料 職員給料

・医師給 1人

・事務員給 2人

・医療技術員給 9人

・看護師給 11人

・その他職員給　 28人

　　　　計 51人

会計年度任用職員給料　

手当等 職員手当等

・扶養手当

・管理職手当

・地域手当

・住居手当

・通勤手当

・特殊勤務手当

・時間外勤務手当

・夜間勤務手当

・宿日直手当

・期末手当

・勤勉手当

-367-

本年度予定額 前年度予定額 比　　較目　　　　節款　項 説　  　　　　　明

支払利息及び企業債取扱諸費 △152

企業債利息 △121

一時借入金利息

リース資産 △31

消費税

消費税

医師・看護師等養成費

医師・看護師等養成費 ・医師１名

受託研究費

研究材料費

報償費

謝金

図書費

旅費

研究雑費

雑損失

その他雑損失 ・薬品等に係る消費税分、診療報酬査定減等

長期前払消費税勘定償却

長期前払消費税勘定償却

特別損失

固定資産売却損

固定資産売却損

過年度損益修正損

過年度損益修正損

その他特別損失

その他特別損失

-366-
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本年度予定額 前年度予定額 比　　較目　　　　節款　項 説　  　　　　　明

・児童手当

会計年度任用職員手当等

・通勤手当

・特殊勤務手当

・夜間勤務手当

・宿日直手当

・期末手当

賞与引当金繰入額

法定福利費 ・共済組合負担金等

・厚生年金保険料等

退職給付費 △14,280 ・総合事務組合負担金

その他引当金繰入額 ・賞与引当に係る法定福利費

材料費

薬品費

療養材料費

給食材料費

療養消耗備品費

経費

厚生福利費

報償費 ・講師等謝礼

旅費交通費

職員被服費

消耗品費

消耗備品費

光熱水費 ・電気料、水道料

燃料費

-368-― 368 ―



本年度予定額 前年度予定額 比　　較目　　　　節款　項 説　  　　　　　明

印刷製本費 △10

修繕費 △300

保険料 △190 ・介護老人保健施設建物保険料等

賃借料 △500 ・寝具等リース代

通信運搬費

委託料 △3,279 ・施設設備保守管理委託等

諸会費

雑費

減価償却費

減価償却費 ・建物

・建物付属設備

・構築物

・器具備品

・車両運搬具

資産減耗費

固定資産除却費

研究研修費

図書費

旅費

研究雑費

施設事業外費用 △278

支払利息及び企業債取扱諸費 △781

企業債利息 △781

一時借入金利息

消費税

消費税

-369-

本年度予定額 前年度予定額 比　　較目　　　　節款　項 説　  　　　　　明

・児童手当

会計年度任用職員手当等

・通勤手当

・特殊勤務手当

・夜間勤務手当

・宿日直手当

・期末手当

賞与引当金繰入額

法定福利費 ・共済組合負担金等

・厚生年金保険料等

退職給付費 △14,280 ・総合事務組合負担金

その他引当金繰入額 ・賞与引当に係る法定福利費

材料費

薬品費

療養材料費

給食材料費

療養消耗備品費

経費

厚生福利費

報償費 ・講師等謝礼

旅費交通費

職員被服費

消耗品費

消耗備品費

光熱水費 ・電気料、水道料

燃料費

-368-
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本年度予定額 前年度予定額 比　　較目　　　　節款　項 説　  　　　　　明

雑損失

その他雑損失

長期前払消費税勘定償却

長期前払消費税勘定償却

特別損失

固定資産売却損

固定資産売却損

過年度損益修正損

過年度損益修正損

その他特別損失

その他特別損失

予備費

予備費

予備費

合　　　　　　　　計

-370-― 370 ―



 収　　　　入 （単位：千円）

本年度予定額 前年度予定額 比　　較

病院事業資本的収入 　

企業債 △5,800

企業債 △5,800

企業債 △5,800 ・医療器械整備事業債

出資金

一般会計出資金

一般会計出資金 ・建設改良出資金

・企業債償還金出資金

× 補助金 △2,750 ・廃項

介護老人保健施設事業資本的収入 △13,770

企業債 △15,900

企業債 △15,900

企業債 △15,900 ・介護老人保健施設整備事業債

出資金

一般会計出資金

一般会計出資金 ・建設改良出資金

・企業債償還金出資金

合　　　　　　　計

資 本 的 収 入 及 び 支 出

説　  　　　　　明款　項 目　　　　節

-371-

本年度予定額 前年度予定額 比　　較目　　　　節款　項 説　  　　　　　明

雑損失

その他雑損失

長期前払消費税勘定償却

長期前払消費税勘定償却

特別損失

固定資産売却損

固定資産売却損

過年度損益修正損

過年度損益修正損

その他特別損失

その他特別損失

予備費

予備費

予備費

合　　　　　　　　計
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 支　　　　出 （単位：千円）

本年度予定額 前年度予定額 比　　較

病院事業資本的支出

建設改良費

病院建設事業費

給料 職員給料

・事務員給 2人

会計年度職員給料

手当等 職員手当等

・扶養手当

・管理職手当

・通勤手当

・時間外勤務手当

・期末手当

・勤勉手当

・児童手当

会計年度任用職員手当等

・通勤手当

・期末手当

賞与引当金繰入額

法定福利費 ・共済組合負担金等

・厚生年金保険料等

退職手当給付費 ・総合事務組合負担金

その他引当金繰入額 ・賞与引当に係る法定福利費

厚生福利費

委託料 ・測量調査、不動産鑑定等委託料

・建設事業支援業務委託料

説　  　　　　　明款　項 目　　　　節

-372-
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本年度予定額 前年度予定額 比　　較 説　  　　　　　明款　項 目　　　　節

資産購入費 △1,965

器械備品購入費 △2,000 ・医療器械等購入費

リース資産購入費 ・リース資産（ＭＲＩ）

× 施設整備費 △6,000 ・廃目

企業債償還金

企業債償還金

企業債償還金 ・企業債元金償還金

介護老人保健施設事業資本的支出 △12,220

建設改良費 △12,800

資産購入費

器械備品購入費 ・療養器械等購入費

× 車両購入費 △3,100 ・廃節

施設整備費 △16,020

工事請負費 △16,020 ・中央監視・自動制御機器更新等工事費

企業債償還金

企業債償還金

企業債償還金 ・企業債元金償還金

合　　　　　　　計
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